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1．化学物質の同定情報 
1.1 物質名 ：エチルベンゼン 
1.2 化学物質審査規制法官報公示整理番号 ：3-28 � 
1.3 化学物質排出把握管理促進法政令号番号 ：1-40� 
1.4 CAS登録番号 ：100-41-4� 
1.5 構造式    

CH2 CH3

 

 

                
1.6 分子式 ：C8H10

1.7 分子量 ：106.17 

 

 
2．一般情報 

2.1 別 名 

フェニルエタン 

 
2.2 純 度 

99 %以上 (一般的な製品)    (化学物質評価研究機構, 2002a) 

  
2.3 不純物 

ベンゼン、トルエン、キシレン、イソプロピルベンゼン(一般的な製品) 

(化学物質評価研究機構, 2002a) 

 
2.4 添加剤または安定剤 

無添加 (一般的な製品)    (化学物質評価研究機構, 2002a) 

 
2.5 現在の我が国における法規制 

化学物質排出把握管理促進法：第一種指定化学物質 

消防法：危険物第四類第二石油類 

労働安全衛生法：危険物引火性の物、名称等を通知すべき有害物 

大気汚染防止法：有害大気汚染物質 

高圧ガス保安法：可燃性ガス 

海洋汚染防止法：有害液体物質 B 類 

船舶安全法：引火性液体類 

航空法：引火性液体 

港則法：引火性液体類 

  高圧ガス保安法：可燃性ガス、毒性ガス 
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3．物理化学的性状 

外 観：無色液体    (Merck, 2001) 

融 点：-95.01℃     (Merck, 2001) 

沸 点：136.25℃        (Merck, 2001) 

引 火 点：18℃(密閉式)    (IPCS, 1999; Merck, 2001)  

            21℃(密閉式)    (NFPA, 2002)  

発 火 点：432℃     (IPCS, 1999 ; NFPA, 2002) 

爆 発 限 界：1.0～6.7 vol% (空気中)   (IPCS, 1999) 

            0.8～6.7 vol% (空気中)   (NFPA, 2002) 

比 重：0.866 (25℃/25℃)    (Merck, 2001) 

蒸 気 密 度：3.66 (空気 = 1、計算値) 

蒸 気 圧：0.9 kPa (20℃)、1.6 kPa (30℃)  (Vershueren, 2001) 

分 配 係 数：ｵｸﾀﾉｰﾙ/水分配係数 log Kow = 3.15 (測定値)、3.03 (推定値) 

       (SRC:KowWin, 2003) 

解 離 定 数：解離基なし  
スペクトル：主要マススペクトルフラグメント 

m/z 91(基準ピーク = 1.0)、106(0.31)、77(0.08)、51(0.14) (NIST, 1998)  
吸 脱 着 性：土壌吸着係数 Koc = 164 (測定値)  (Gangolli, 1999) 
溶 解 性：水：152 mg/L (20℃)   (Vershueren, 2001) 

一般的な有機溶媒：混和       (Merck, 2001)  
ﾍ ﾝ ﾘ ｰ 定 数：798 Pa･m3/mol (7.88×10-3 atm･m3/mol) (25℃、測定値)  (SRC:PhysProp, 2002) 

換 算 係 数：(気相、20℃) 1 ppm = 4.42 mg/m3、1 mg/m3 = 0.226 ppm (計算値) 

 

 

4．発生源情報 

4.1 製造・輸入量等 

エチルベンゼンの 2001 年度の製造･輸入量は 100,000～1,000,000 トンの範囲となっている 

(経済産業省, 2003)。ただし、ここでの製造量は出荷量を意味し、自家消費分を含んでいない。 

また、別途調査したところ、エチルベンゼンの 1999 年から 2003 年までの 5 年間の製造量、

輸入量等は表 4-1 の通りである (製品評価技術基盤機構, 2006、財務省, 2005)。さらに、エチル

ベンゼンは、原油の蒸留・精製により分離したガソリン等に含まれる。燃料油の 2002 年度の内

需量 (石油通信社,2004) とエチルベンゼンの平均含有量 (wt%) (経済産業省,2004) から各燃料

油中の含有量を推定し、表 4-2 に示す。その結果、2002 年度の燃料油中のエチルベンゼンの量

は、約 750,000 トンと推定される。 
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表 4-1 エチルベンゼンの製造・輸入量等 (トン) 
年 1999 2000 2001 2002 2003 

製造量 3,329,983  3,239,942 3,280,139 3,290,239 3,490,218 
輸入量 20  59 ＜0.5 ＜0.5 ＜0.5 
輸出量 3  1 139 239  218  

国内使用量 3,330,000  3,240,000 3,280,000 3,290,000 3,490,000 

(製造量: 製品評価技術基盤機構, 2006、輸出入量: 財務省, 2005) 
0.5 トン未満の場合は「＜0.5」と表記した。 

 

 

表 4-2 エチルベンゼンの燃料油中の量 
燃料油の内需量 (2002 年度) 燃料油中のエチルベンゼン 

燃料油名 
(kL) (トン)1),2) 平均含有率 (wt%) 推定含有量 (トン)

 プレミアムガソリン 9,100,000 1.7 160,000 
 レギュラーガソリン 

59,917,000 
36,000,000 1.4 500,000 

 灯油 30,626,000 25,000,000 0.3 75,000 
 軽油 39,498,000 33,000,000 0.04 13,000 

(内需量: 石油通信社,2004; 平均含有率: 経済産業省, 環境省,2004) 
1) 石油連盟による換算係数 (石油連盟，2004) の最大値を用いた。 

ガソリン 0.76 (トン/kL), 0.80 (トン/kL), 0.84 (トン/kL) 
2) プレミアムガソリンとレギュラーガソリンの内需量の比を 1:4 と仮定した。 

 

 

4.2 用途情報 

エチルベンゼンの用途は主にスチレンモノマーの合成原料として使用される。その他に塗料、

インキ、接着剤等の溶剤に用いられる混合キシレン中には、エチルベンゼンが約 15%程度含ま

れている (化学工業日報, 2005)。 

 

4.3 排出源情報 

4.3.1 化学物質排出把握管理促進法に基づく排出源 

化学物質排出把握管理促進法に基づく「平成 15 年度届出排出量及び移動量並びに届出外排出

量の集計結果」(経済産業省, 環境省, 2005a) (以下、2003 年度 PRTR データ) によると、エチル

ベンゼンは 1 年間に全国合計で届出事業者から大気へ 12,674 トン、公共用水域へ 3 トン、土壌

へ 71 kg 未満が排出され、廃棄物として 3,723 トン、下水道に 7 トン移動している。また届出

外排出量としては対象業種の届出外事業者から 4,470 トン、非対象業種から 6,368 トン、家庭

から 558 トン、移動体から 6,573 トンの排出量が推計されている。 

 

a. 届出対象業種からの排出量と移動量 

2003 年度 PRTR データに基づき、エチルベンゼンの届出対象業種別の排出量と移動量を表 

4-3 に示す (経済産業省, 環境省, 2005a,b)。 

届出対象業種からのエチルベンゼンの排出量のうち、多くは輸送用機械器具製造業からの大

気への排出である。 

 

 3



表 4-3 エチルベンゼンの届出対象業種別の排出量及び移動量 (2003年度実績)(トン/年) 

届出 届出外
届出と届出外の   

排出量合計 

排出量 移動量 業種名 

大気 公共用 

水域 土壌 廃棄物 下水道

排出量

（推計）
排出計2） 割合  

（％）

輸送用機械器具 
製造業 

7,430  1  0  330  ＜0.5 476  7,906  46 

自動車整備業 5  0  0  1  0  2,771 2,776  16 

金属製品製造業 1,163  ＜0.5 ＜0.5 189  1  344  1,508  9 

一般機械器具 
製造業 

1,042  ＜0.5 ＜0.5 114  ＜0.5 325  1,366  8 

窯業・土石 
製品製造業 

527  0  0  58  0  16  543  3 

化学工業 493  2  ＜0.5 2,693 5  4  499  3 

家具・装備品 
製造業 

180  ＜0.5 0  51  ＜0.5 296  475  3 

電気機械 
器具製造業 

277  0  0  69  ＜0.5 50  327  2 

プラスチック 
製品製造業 

290  ＜0.5 0  49  0  2  292  2 

その他1） 1,267  0  ＜0.5 167  ＜0.5 187  1,454  8 

合計2） 12,674 3  ＜0.5 3,723 7  4,470 17,147  100 

 (経済産業省, 環境省, 2005a,b) 
1)「その他」には、上記以外の届出対象業種の合計排出量を示した。 
2) 四捨五入のため、表記上、合計があっていない場合がある。 
0.5 トン未満の排出量及び移動量はすべて「＜0.5」と表記した。 

 

 

b. 非対象業種、家庭及び移動体からの排出量 

エチルベンゼンの非対象業種、家庭及び移動体からの排出量を表 4-4 に示す (経済産業省, 

環境省, 2005b)。 

エチルベンゼンは、非対象業種の事業者から塗料の配合成分の蒸散等で環境中へ 6,368 トン

の排出量があると推計されている。また、家庭から塗料の配合成分の蒸散等で環境中へ 558 ト

ン、移動体の自動車等から環境中への排出量は 6,573 トンと推計されている。(経済産業省, 環

境省, 2005b)。 

 4



表 4-4 エチルベンゼンの非対象業種、家庭及び移動体からの排出量  

(2003年度実績)(トン/年) 

排出区分 排出量 (推計) 

塗料 6,193 

汎用エンジン 102 

農薬 53 

防疫用殺虫剤 18 

非対象業種 

シロアリ防除剤 2 

塗料 558 
家庭 

シロアリ防除剤 ＜0.5 

自動車 4,839 

二輪車 943 

船舶 690 

産業機械 64 

建設機械 24 

農業機械 8 

移動体 

鉄道車両 5 

合計1) 13,499 

(経済産業省, 環境省, 2005b) 
1) 四捨五入のため、表記上、合計があっていない場合がある。 
0.5 トン未満の排出量はすべて「＜0.5」と表記した。 

 

 

4.3.2 その他の排出源 

2003 年度 PRTR データで推計対象としている以外のエチルベンゼンの排出源としてバイオマ

ス燃焼で発生すると報告されている (U.S.NLM:HSDB, 2005)。しかし、これらの詳細な情報は、

調査した範囲では得られていない。 

 

4.4 環境媒体別排出量の推定 

各排出源におけるエチルベンゼンの環境媒体別排出量を表 4-5 に示す (製品評価技術基盤機

構, 2006)。 

その際、2003 年度 PRTR データに基づく届出対象業種の届出外事業者からの排出量について

は、届出データにおける業種ごとの大気、公共用水域、土壌への排出割合を用いて、その環境

媒体別の排出量を推定した。 

また、非対象業種及び家庭についての排出形態は、塗料の使用に伴う大気への排出、農薬の

散布による土壌への排出、防疫用殺虫剤による側溝等の公共用水域への排出であると仮定した。

移動体からの排出量についても、その排出形態が自動車等の乗り物や機械類の排気ガスである

ことから、大気への排出であると仮定した。 

以上のことから、エチルベンゼンは、1 年間に全国で、大気へ 30,570 トン、公共用水域へ 21

トン、土壌へ 55 トン排出されると推定した。 

ただし、廃棄物としての移動量及び下水道への移動量については、各処理施設における処理
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後の環境への排出を考慮していない。 

 

表 4-5 エチルベンゼンの環境媒体別排出量 (2003年度実績)(トン/年) 
排出区分 大気 公共用水域 土壌 

 対象業種届出 12,674  3  ＜0.5 

 対象業種届出外1) 4,470  ＜0.5 0  

塗料 6,193  0  0  
汎用エンジン 102  0  0  
農薬 0  0  53  
防疫用殺虫剤 0  18  0  
シロアリ防除剤 0  0  2  

 非対象業種2)

小計 6,295  18  55  

塗料 558  0  0  

シロアリ防除剤 0  0  ＜0.5  家庭2)

小計 558  0  ＜0.5 

自動車 4,839  0  0  
二輪車 943  0  0  
船舶 690  0  0  
産業機械 64  0  0  
建設機械 24  0  0  
農業機械 8  0  0  
鉄道車両 5  0  0  

 移動体3)

小計 6,573  0  0  

合計4) 30,570  21  55  
 (製品評価技術基盤機構, 2006)  

1) 大気、公共用水域、土壌への排出量は、業種ごとの届出排出量の排出割合と同じと 
仮定し、推定した。 

2) 大気、公共用水域、土壌への排出量は、物理化学的性状及び用途から推定した。 
3) 移動体からの排出は、すべて大気へ排出されると仮定した。 
4) 四捨五入のため、表記上、合計があっていない場合がある。 
0.5 トン未満の排出量はすべて「＜0.5」と表記した。 

 

 

また、公共用水域へ排出される届出排出量 3 トンのうち、排水の放流先が河川と届け出られ

ている排出は 1 トンであった (経済産業省, 2005)。届出以外の公共用水域への排出については

すべて河川への排出と仮定すると、河川への排出量は 19 トンとなる。 

 

4.5 排出シナリオ 

日本化学工業協会加盟企業のうち化学工業製品を製造・使用していると考えられる企業を対

象として実施している調査によると 2003 年におけるエチルベンゼンの製造量 (表 4-1) 及びそ

の製造段階における排出原単位 (日本化学工業協会, 2005) から、エチルベンゼンの製造段階で

の排出量は大気へ 33 トン、公共用水域及び土壌への排出量はないと推定できる (製品評価技術

基盤機構, 2006)。 

また、エチルベンゼンの使用段階での主たる排出は、溶剤として使用されているという用途

情報及び 2003 年度 PRTR データ等から判断して、輸送用機械器具製造業での塗装工程における
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塗料の溶剤として使用される際の大気への排出、非対象業種の塗料の使用に伴う大気への排出

及び移動体である自動車のエンジンから排出される排気ガスによる大気への排出であると考え

られる。 

なお、エチルベンゼンの移動体停車中の燃料蒸発分の排出量については、PRTR データにお

いて推計されていないことから定量的データが得られていないため、考慮しなかった。また、

バイオマス燃焼による大気への放出についても詳細な情報が得られていないため考慮しなかっ

た。 

 

 

5．環境中運命 

5.1 大気中での安定性 

a. OH ラジカルとの反応性 

対流圏大気中では、エチルベンゼンとOHラジカルとの反応速度定数が 7.1×10-12cm3/分子/秒  

(25℃、測定値) である (SRC:AopWin, 2003)。OHラジカル濃度を 5×105～1×106分子/cm3と

した時の半減期は 1～2 日と計算される。 

 

b. オゾンとの反応性 

調査した範囲内では、エチルベンゼンとオゾンとの反応性に関する報告は得られていない。 

 

c. 硝酸ラジカルとの反応性 

対流圏大気中では、エチルベンゼンと硝酸ラジカルとの反応速度定数が 5.7×10-16cm3/分子/

秒 (25℃、測定値) である (SRC:AopWin, 2003)。硝酸ラジカル濃度を 2.4×108～2.4×109分子

/cm3 (10～100 ppt) とした時の半減期は 0.2～2 か月と計算される。 

 

5.2 水中での安定性 

5.2.1 非生物的分解性 

エチルベンゼンには加水分解を受けやすい化学結合はないので、水環境中では加水分解されな

い。 

 

5.2.2 生分解性 

エチルベンゼンは、揮発性物質用改良型培養瓶を用いた化学物質審査規制法に基づく好気的

生分解性試験では、被験物質濃度 100 mg/L、活性汚泥濃度 30 mg/L、試験期間 4 週間の条件に

おいて、生物化学的酸素消費量 (BOD) 測定及び高速液体クロマトグラフ (HPLC) 測定での分解

率は 0 %だが、被験物質濃度 30 mg/L、活性汚泥濃度 100 mg/L、試験期間 4 週間の条件で行っ

た開放系での試験では、HPLC測定での分解率が 100 %であったことなどを総合的に判断して、

良分解性と判定されている (通商産業省, 1990)。 

これとは別に、エチルベンゼンは、被験物質濃度 30 mg/L、活性汚泥濃度 100 mg/L、試験期

間 2 週間の条件で行った試験では、BOD 測定での分解率は 81～126 %であった (化学品検査協

会, 1992) としており、好気的なエチルベンゼンの生分解性は、微生物の種類等に大きく影響を
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受ける可能性がある。 

ベンゼンで馴化した活性汚泥を用いたWarburg-Respirometerによる好気的な生分解性試験で

は、エチルベンゼン濃度 500 mg/L、活性汚泥濃度 2,500 mg/L、試験期間 5 日間におけるBOD 

測定での分解率は 43 %であったとの報告もある (Malaney and McKinney, 1966)。この他の好気的

生分解性試験の結果 (Tabak et al., 1981 ; Wakeham et al., 1983) も、エチルベンゼンが容易に生分

解されることを示している。その他、エチルベンゼンの生分解性に関する総説があり、未馴化

の微生物を用いた分解半減期は、好気的な条件下では 3～10 日としている (Howard et al., 1991)。 

一方、湿潤土壌由来のメタン発酵菌を用いた、エチルベンゼン濃度 0.27 mg/L、17℃の暗所で

の嫌気的生分解性試験では、ガスクロマトグラフ (GC)  測定での分解は 20 週間まで認められ

ず、40 週間での分解率は 74 %、120 週間での分解率は 99 %以上であった。なお、微生物以外

による分解を調べるために同時に行われた殺菌した対照試料では、GC測定による分解率は、40

週間で 17.5 %、120 週間で 27 %であった。したがって、主にメタン発酵菌による変換によるこ

とが確認された (Wilson et al., 1986)。この他にも、エチルベンゼンは嫌気的条件では生分解さ

れ難く、110 日間の馴化条件での試験 (Chou et al., 1979） や脱窒素条件での 11 週間の試験  

(Bouwer and McCarty, 1983,1984) で生分解は認められなかったとの報告がある。しかし、石油精

製の廃水処理設備からの活性汚泥由来の微生物を用いて硝酸還元条件下で培養を行ったミクロ

コズム試験では、エチルベンゼンが分解したとの報告がある (Ball et al., 1991)。その他、エチ

ルベンゼンの生分解性に関する総説があり、未馴化の微生物を用いた分解半減期は、嫌気的な

条件下では 176～228 日としている (Howard et al., 1991)。 

以上のことから、エチルベンゼンは好気的条件下では生分解されやすく、嫌気的条件下でも

誘導期間は長いが生分解されると推定される。 

 

5.2.3 下水処理による除去 

調査した範囲内では、エチルベンゼンの下水処理による除去に関する報告は得られていない。 

 

5.3 環境水中での動態 

エチルベンゼンの蒸気圧は 0.9 k Pa (20℃)、水に対する溶解度は 152 mg/L (20℃) であり、ヘ

ンリー定数は 798 Pa･m3/mol (25℃) であるので (3 章参照)、水中から大気への揮散は大きいと推

定される。ヘンリー定数を基にした水中から大気中へのエチルベンゼンの揮散については、水

深 1 m、流速 1 m/秒、風速 3 m/秒のモデル河川での半減期は 1.1 時間で、水深 1 m、流速 0.05 m/

秒、風速 0.5 m/秒のモデル湖水での半減期は 99 時間と推算されるとの報告がある (Lyman et al., 

1990)。エチルベンゼンの土壌吸着係数Kocの値は 164 (3 章参照) であるので、水中の懸濁物質

及び底質には吸着され難いと推定される。 

以上のこと及び 5.2 の結果より、環境水中にエチルベンゼンが排出された場合は、好気的条

件では容易に生分解により除去され、嫌気的な条件でも誘導期間は長いものの生分解により除

去されると推定される。環境水中から大気への揮散による除去は大きいと推定される。 
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5.4 生物濃縮性 

エチルベンゼンの生物濃縮係数 (BCF) の測定値としては、キンギョでlog BCF 1.9 (Ogata et al., 

1984)、ハマグリでlog BCF 0.67 (Nunes and Benville, 1979) であり、エチルベンゼンの水生生物へ

の濃縮性は低いと推定される。 

 

 

6．環境中の生物への影響 

6.1 水生生物に対する影響 

6.1.1 微生物に対する毒性 

エチルベンゼンの微生物に対する毒性試験結果を表 6-1 に示す。 

細菌や原生動物での毒性影響について報告されており、毒性の最小値は、細菌ではシュード

モナスの増殖阻害を指標とした 16 時間毒性閾値 (EC3) が 12 mg/L (Bringmann and Kuhn, 1980)、

原生動物では鞭毛虫類 (Chilomonas paramaecium) の増殖阻害を指標とした 48 時間毒性閾値 

(EC5) の 55 mg/L超であった (Bringmann et al., 1980)。 

 

表 6-1 エチルベンゼンの微生物に対する毒性試験結果 
生物種 温度 

(℃) 
エンドポイント 濃度 

(mg/L)
文献 

細菌 
活性汚泥 

25 30-40 分間EC30

(OECD 209) 
閉鎖系 

 
酸素消費阻

害 

 
150 
(n) 

Volskay &  
Grady, 1990 

Pseudomonas putida 
(ｼｭｰﾄﾞﾓﾅｽ) 

25 16 時間毒性閾値1) 増殖阻害 12 
(n) 

Bringmann & 
Kuhn, 1980 

Nitrosomonas sp 
(ｱﾝﾓﾆｱ酸化細菌) 

25 24 時間EC50 

閉鎖系 
アンモニア

酸化阻害 
96 
(n) 

Blum &  
Speece, 1991 

原生動物 
Entosiphon sulcatum 
(鞭毛虫類) 

25 72 時間毒性閾値2) 増殖阻害 >140 
(n) 

Bringmann, 
1978a 

Uronema parduczi 
(繊毛虫類) 

25 20 時間毒性閾値2) 増殖阻害 >110 
(n) 

Bringmann & 
Kuhn, 1980 

Chilomonas 
paramaecium 
(鞭毛虫類) 

20 48 時間毒性閾値2) 増殖阻害 >55 
(n) 

Bringmann et al., 
1980 

(n): 設定濃度、閉鎖系: 試験容器や水槽にフタ等をしているが、ヘッドスペースはある状態 
1) 対照区と比較して 3％の影響を与える濃度 (EC3) 
2) 対照区と比較して 5％の影響を与える濃度 (EC5) 

 

 

6.1.2 藻類に対する毒性 

エチルベンゼンの藻類に対する毒性試験結果を表 6-2 に示す。 

淡水藻類のセレナストラムの生長阻害を指標とした 96 時間EC50は 3.6 mg/Lであり、8 日間 

EC50は 4.8 mg/Lであった (Herman et al., 1990; Masten et al., 1994)。一方、クロレラ及びクラミド

モナスの光合成阻害における 3 時間EC50は、それぞれ、62.6 mg/L及び 50.9 mg/Lであった 

(Hutchinson et al., 1980)。 

海産珪藻スケレトネマの生長阻害を指標とした 96 時間EC50は 7.7 mg/Lであった (Masten et 
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al., 1994)。 

 

表 6-2 エチルベンゼンの藻類に対する毒性試験結果 
生物種 試験法/ 

方式 
温度 
(℃) 

エンドポイント 濃度 
(mg/L) 

文献 

淡水 
OECD 

201 
止水 

閉鎖系 

20±1 72 時間EC50 生長阻害 
 

4.6 
(m) 

Galassi et al.,1988 

U.S. EPA, 
GLP 
止水 

閉鎖系 

20±1 96 時間EC50 生長阻害 
 

3.6 
(m) 

Masten et al., 1994 

Selenastrum 
capricornutum1) 

(緑藻、ｾﾚﾅｽﾄﾗﾑ) 

止水 
閉鎖系 

ND 8 日間EC50 生長阻害 4.8 
(m) 

Herman et al., 1990

Scenedesmus 
quadricauda 
(緑藻、ｾﾈﾃﾞｽﾑｽ) 

止水 
閉鎖系 

27 8 日間毒性閾値2) 生長阻害 >160 
(n) 

Bringmann & Kuhn, 
1978b 

Chlorella vulgaris 
(緑藻、ｸﾛﾚﾗ) 

止水 
閉鎖系 

19 3 時間EC50 光合成阻害 62.6 
(n) 

Huchinson et al., 
1980  

Chlamydomonas  
angulosa 
(緑藻、ｸﾗﾐﾄﾞﾓﾅｽ) 

止水 
閉鎖系 

 

19 3 時間EC50 光合成阻害 50.9 
(n) 

Huchinson et al., 
1980 

Microcystis 
aeruginosa 
(藍藻、ﾐｸﾛｼｽﾃｨｽ) 

止水 
閉鎖系 

27 8 日間毒性閾値2) 増殖阻害 33 
(n) 

Bringmann & Kuhn, 
1978b 

海水 
Skeletonema 
costatum 
(珪藻、ｽｹﾚﾄﾈﾏ) 

U.S. EPA, 
GLP 
止水 

閉鎖系 

20±1 96 時間EC50 生長阻害 7.7 
(m) 

Masten et al., 1994 

(m): 測定濃度、(n): 設定濃度、閉鎖系: 試験容器や水槽にフタ等をしているが、ヘッドスペースはある状態

1) 現学名: Pseudokirchneriella subcapitata、2) 対照区と比較して 3％の影響を与える濃度 (EC3) 

 

 

6.1.3 無脊椎動物に対する毒性 

エチルベンゼンの無脊椎動物に対する毒性試験結果を表 6-3 に示す。 

無脊椎動物に対するエチルベンゼンの急性毒性については、甲殻類を用いた試験報告がある。

淡水ではいずれも揮発性を考慮した試験であり、オオミジンコの遊泳阻害を指標とした 24 時間

EC50又は 48 時間EC50は 1.81～2.9 mg/L (Galassi et al., 1988; MacLean and Doe, 1989; Vigano, 1993)、

48 時間LC50は 2.1～13.9 mg/Lであった (Abernethy et al., 1986; Bobra et al., 1983; MacLean and 

Doe, 1989)。また、ネコゼミジンコ属の一種 (Ceriodaphnia dubia) に対する 48 時間LC50は 3.2 

mg/Lであった (Niederlehner et al., 1998)。 

海産種のブラインシュリンプ、ベイシュリンプに対する 24 時間LC50又は 48 時間LC50は 1.9

～15.4 mg/Lであり (Abernethy et al., 1986; Benville and Korn, 1977; MacLean and Doe, 1989)、96

時間LC50は、ベイシュリンプでは 0.42 mg/L、ミシッドシュリンプでは 2.6 mg/Lであった 

(Benville and Korn, 1977; Masten et al., 1994)。ベイシュリンプについての試験では止水式の開放

系で行われており、暴露終了時までに初期設定濃度の 38～99%以上が消失することが確かめら
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れている。 

長期毒性としては、ネコゼミジンコ属の一種 (Ceriodaphnia dubia) を用いた繁殖試験の報告

があり、7 日間 NOEC が 1.0 mg/L であった (Niederlehner et al., 1998)。 

 

表 6-3 エチルベンゼンの無脊椎動物に対する毒性試験結果 
生物種 大きさ/

成長段階 
試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度 

(mg CaCO3/L)
pH エンドポイント 濃度 

(mg/L) 
文献 

淡水 
ND OECD 

202 
止水 
密閉 

ND ND ND 24 時間EC50 

遊泳阻害 
 

2.2 
(m) 

Galassi  
et al., 1988 

4-6 日齢 止水 
密閉 

23±2 ND 6-7 48 時間LC50 

 
2.1 
(n) 

Abernethy  
et al., 1986; 
Bobra et al., 
1983 
 

ND 止水 
閉鎖系 

20-21 ND 7.8-
8.2

48 時間LC50 

48 時間EC50 

遊泳阻害 

13.9 
2.9 

 

MacLean & 
Doe, 1989 
 

Daphnia magna  
(甲殻類、 
ｵｵﾐｼﾞﾝｺ) 

ふ化後

24 時間

以内 

止水 
閉鎖系 
給餌 

20±1 150 ND 48 時間EC50 

遊泳阻害 
1.81 
(m) 

Vigano, 1993

Ceriodaphnia 
dubia 
(甲殻類、 
ﾈｺｾﾞﾐｼﾞﾝｺ属の

一種) 

生後 
24 時間

以内 

U.S. 
EPA 

半止水 
閉鎖系 
給餌 

25±1 68.3 7.6 48 時間LC50

7 日間LC50

7 日間EC50

7 日間 NOEC 

繁殖 

3.2 
3.6 
3.3 
1.0 
(m) 

Niederlehner 
et al., 1998 

海水 
ふ化幼生 止水 

密閉 
20±1 塩分濃度: 

30 0/00

ND 24 時間LC50 

 
15.4 
(n) 

Abernethy  
et al., 1986 

Artemia salina 
(甲殻類、 
ﾌﾞﾗｲﾝｼｭﾘﾝﾌﾟ) ND 止水 

閉鎖系 
23-24 塩分濃度: 

30 0/00

7- 
7.4 

48 時間LC50 

48 時間EC50 

遊泳阻害 

11.0 
9.2 

MacLean & 
Doe, 1989 

Crangon 
franciscorum 
(甲殻類、 
ﾍﾞｲｼｭﾘﾝﾌﾟ、ｴﾋﾞ

ｼﾞｬｺ科) 

成体 
1.8 g 

止水 
 

16 塩分濃度: 
25 0/00

ND 24 時間LC50 

96 時間LC50

1.9 
0.42 
(m) 

Benville & 
Korn, 1977 

Americamysis 
bahia 
(甲殻類、 
ﾐｼｯﾄﾞｼｭﾘﾝﾌﾟ、

ｱﾐ科) 

ふ化後

24 時間

以内 

U.S. 
EPA, 
GLP 
流水 

 

25±1 塩分濃度: 
20 0/00

8.0 96 時間LC50 

96 時間 NOEC 
致死 

2.6 
1.0 
(m) 

Masten  
et al., 1994 

ND: データなし、(m): 測定濃度、(n): 設定濃度、閉鎖系: 試験容器や水槽にフタ等をしているが、ヘッドス

ペースはある状態、密閉: 試験容器上端まで試験液を満たしてヘッドスペースはない状態 

 

 

6.1.4 魚類に対する毒性 

エチルベンゼンの魚類に対する毒性試験結果を表 6-4 に示す。 

淡水魚としては、ファットヘッドミノー、グッピー及びニジマスに対する急性毒性データが

ある。いずれの試験も揮発性を考慮して流水又は半止水式で試験を実施、あるいは測定濃度に
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基づき算出しており、96 時間LC50はファットヘッドミノーでは 12.1 mg/L、グッピーでは 9.6 

mg/L、ニジマスでは 4.2 mg/Lであった (Galassi et al., 1988; Geiger et al., 1986)。 

海水魚に関して、測定濃度に基づき算出した 96 時間LC50は、アトランティックシルバーサイ

ドでは 5.1 mg/L、ストライプトバスでは 3.7 mg/Lであった (Benville and Korn, 1977; Masten et al., 

1994)。 

調査した範囲内では、エチルベンゼンの長期毒性に関する試験報告は得られていない。 

 

表 6-4 エチルベンゼンの魚類に対する毒性試験結果 
生物種 大きさ/

成長段階 
試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度 

(mg CaCO3/L)
pH エンドポイント 濃度

(mg/L) 
文献 

淡水 
Pimephales 
promelas  
(ﾌｧｯﾄﾍｯﾄﾞﾐﾉｰ) 

ND 流水 26.1 45.6 7.4 96 時間LC50 12.1 
(m) 

Geiger et 
al., 1986 

Poecilia 
reticulata 
(ｸﾞｯﾋﾟｰ) 

ND OECD 
203 

半止水 
閉鎖系 

21±1 ND ND 96 時間LC50 9.6 
(m) 

Galassi  
et al., 1988

Oncorhynchus 
mykiss 
(ﾆｼﾞﾏｽ) 

ND OECD 
203 

半止水 
閉鎖系 

12±1 ND ND 96 時間LC50 4.2 
(m) 

Galassi  
et al., 1988

海水 
Menidia 
menidia 
(ｱﾄﾗﾝﾃｨｯｸｼﾙﾊﾞ
ｰｻｲﾄﾞ、ﾄｳｺﾞﾛｳ

ｲﾜｼ科) 

平均体長

12 mm 
平均体重

8 mg 

U.S. 
EPA, 
GLP 
流水 

22±1 塩分濃度: 
20 0/00

8.0-
8.5

96 時間LC50 

96 時間 NOEC 
致死 

5.1 
3.3 
(m) 

Masten  
et al., 1994

Morone 
saxatilis 
(ｽﾄﾗｲﾌﾟﾄﾊﾞｽ、
ﾊﾀ科) 

稚魚 
平均体重

6.0 g 

止水 
 

16 塩分濃度: 
25 0/00

ND 96 時間LC50 3.7 
(m) 

Benville &
Korn, 1977

ND: データなし、(m): 測定濃度、閉鎖系: 試験容器や水槽にフタ等をしているが、ヘッドスペースはある

状態 

 

 

6.1.5 その他の水生生物に対する毒性 

調査した範囲内では、エチルベンゼンのその他水生生物 (両生類) に対する毒性に関する試

験報告は得られていない｡ 

 

6.2 陸生生物に対する影響 

6.2.1 微生物に対する毒性 

調査した範囲内では、エチルベンゼンの微生物 (土壌中の細菌及び菌類等) に対する毒性に

関する試験報告は得られていない｡ 

 

6.2.2 植物に対する毒性 

エチルベンゼンの植物に対する毒性試験結果を表 6-5 に示す。 
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ベニバナインゲンとパースニップの葉にエチルベンゼン蒸気を 25℃、1 時間暴露し、枯死作

用を調べた試験で、EC50が、それぞれ、6,160 ppm (27,100 mg/m3) 及び 10,900 ppm (48,000 mg/m3) 

であった (Ivens, 1952)。 

 

表 6-5 エチルベンゼンの植物に対する毒性試験結果 
生物種 生長段階/試験条件 エンドポイント 用量 (ppm) 文献 

Phaseolus multiflorus  
(ﾍﾞﾆﾊﾞﾅｲﾝｹﾞﾝ、ﾏﾒ科) 

蒸気暴露、25℃ 1 時間EC50

葉の枯死 
6,160 

(27,100 mg/m3) 
Pastinaca sativa  
(ﾊﾟｰｽﾆｯﾌﾟ、ｾﾘ科) 

蒸気暴露、25℃ 1 時間 EC50

葉の枯死 
10,900 

(48,000 mg/m3) 

Ivens, 1952 

 

 

6.2.3 動物に対する毒性 

エチルベンゼンの動物に対する毒性試験結果を表 6-6 に示す。 

エチルベンゼンを吸収させたろ紙にシマミミズを接触させて致死を調べた試験で、48 時間

LC50は 47μg/cm2であった (Neuhauser et al., 1985)。別の接触致死試験で、ミミズの 48 時間LC50

が 4.93μg/kg体重という結果も得られている (Callahan et al., 1994)。 

 

表 6-6 エチルベンゼンの動物に対する毒性試験結果 
生物種 試験条件 エンドポイント 濃度 (mg/L) 文献 

吸収ろ紙接触、20℃ 48 時間LC50 47 (μg/cm2) Neuhauser et al., 
1985 

Eisenia fetida 
(ｼﾏﾐﾐｽﾞ) 

吸収ろ紙接触、20℃ 48 時間LC50 4.93 (μg/kg 体重) 
 

Callahan et al.,  
1994 

 

 

6.3 環境中の生物への影響 (まとめ) 

エチルベンゼンの環境中の生物に対する毒性影響については、致死、遊泳阻害、生長阻害、

繁殖などを指標に検討が行われている。エチルベンゼンは揮発性が高いことから、水生生物に

関して信頼性の高いデータは、試験を流水や閉鎖系の半止水式で実施したもの、あるいは測定

した被験物質濃度に基づき毒性値を算出したものである。 

微生物に関しては、細菌や原生動物などの報告があり、最小値は、細菌ではシュードモナス

の増殖阻害を指標とした 16 時間毒性閾値  (EC3) は 12 mg/L、原生動物では鞭毛虫類 

(Chilomonas paramaecium) の増殖阻害を指標とした 48 時間毒性閾値 (EC5) の 55 mg/L超であっ

た。 

藻類については、緑藻のセレナストラムの生長阻害を指標とした 72 時間～8 日間EC50は 3.6

～4.8 mg/Lであった。また、同じ緑藻であるクラミドモナス及びクロレラの光合成阻害を指標

としたEC50は 50.9 及び 62.6 mg/Lであった。海水種では珪藻であるスケレトネマの 96 時間EC50

は 7.7 mg/Lである。セレナストラム及びスケレトネマに対する毒性値は、GHS急性毒性有害性

区分IIに相当し、強い有害性を示す。NOECについての試験報告は得られていない。 

無脊椎動物の急性毒性については、甲殻類を用いた試験報告がある。淡水ではオオミジンコ
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に対する 24～48 時間EC50 (遊泳阻害) は 1.81～2.9 mg/Lであり、また、ネコゼミジンコ属の一

種 (Ceriodaphnia dubia) に対する 48 時間LC50は 3.2 mg/L であった。海水ではミシッドシュリ

ンプに対する 96 時間LC50が 2.6 mg/Lであった。ミジンコ類やミシッドシュリンプでの毒性値は、

GHS急性毒性有害性区分IIに相当し、強い有害性を示す。長期毒性については、ネコゼミジン

コ属の一種 (Ceriodaphnia dubia) を用いた繁殖試験の報告があり、7 日間NOECは 1.0 mg/Lであ

った。 

魚類の急性毒性については、淡水ではグッピー及びジマスに対する 96 時間LC50がそれぞれ

9.6 mg/L、4.2 mg/L、海水魚のアトランティックシルバーサイドの 96 時間LC50は 5.1 mg/Lであ

り、これらの値はGHS急性毒性有害性区分IIに相当し、強い有害性を示す。長期毒性について

の試験報告は得られていない。 

陸生生物に関して、植物であるベニバナインゲン、パースニップの葉はエチルベンゼン蒸気

に暴露されると、枯死する。その 1 時間EC50は 27,100～48,000 mg/m3である。また、動物であ

るシマミミズのろ紙接触試験での 48 時間LC50は 47μg/cm2であった。 

 

以上から、エチルベンゼンの水生生物に対する急性毒性は、藻類、甲殻類及び魚類に対して

GHS 急性毒性有害性区分 II に相当し、強い有害性を示す。長期毒性についての NOEC は、甲

殻類では 1.0 mg/L である。 

得られた毒性データのうち水生生物に対する最小値は、甲殻類であるネコゼミジンコ属の一

種 (Ceriodaphnia dubia) の繁殖を指標とした 7 日間 NOEC の 1.0 mg/L である。 

 

 

7．ヒト健康への影響 

7.1 生体内運命 

エチルベンゼンの生体内運命の試験結果を表 7-1 に示す｡ 

a. 吸収 

a-1. 経口暴露 

雌のWistarラットに 30 mg/kgの [環-14C] エチルベンゼンを単回経口投与した吸収･排泄実験

で、48 時間以内に投与した放射能の少なくとも 82%が体内吸収されたことが示された (Climie 

et al., 1983)。 

a-2. 吸入暴露 

ボランティアにエチルベンゼン蒸気 23～85 ppm (101～374 mg/m3) を 8 時間吸入暴露した実

験で、吸気中の平均 64%のエチルベンゼンが肺から吸収された (Bardodej and Bardodejova, 1970)。

他に、4～45 ppm (18～200 mg/m3) のエチルベンゼンの 8 時間暴露で、肺吸収率が平均して 49%

であったという実験報告もある (Gromiec and Piotrowski, 1984)。 

Harlan-Wistarラットに 227 ppm (1,000 mg/m3) の14C-エチルベンゼン蒸気を 6 時間全身暴露し

た試験で、暴露量の 44%が吸収された (Chin et al., 1980)。 

a-3. 経皮暴露 

ボランティアに呼吸器を用いて空気呼吸させながら、エチルベンゼン蒸気 300 ppm (1,300 

mg/m3) を 2 時間 (全身) 暴露し、尿中に排泄された代謝物のマンデル酸 (7.1 c 代謝を参照) を
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定量分析した。暴露された皮膚面積は、総皮膚面積の 90～95%に相当した。暴露中、暴露後 6

時間の尿中のマンデル酸濃度は暴露前の濃度と変わらなかった。この結果、ヒトの皮膚はエチ

ルベンゼン蒸気を透過しにくいと考察された (Gromiec and Piotrowski, 1984)。 

ボランティアの片手を初期濃度 151 mg/L又は 227mg/Lのエチルベンゼン水溶液に 2 時間浸し、

エチルベンゼン濃度変化の測定結果から経皮吸収を調べた実験で、エチルベンゼンの皮膚吸収

速度は、それぞれ、0.12 mg/cm2/時間と 0.22 mg/cm2/時間であった (Dutkiewicz and Tyras, 1967)。 

HRS/Jマウスに [環-14C]エチルベンゼンを皮膚適用した経皮吸収実験で、排泄物、体内、適用

部位の皮膚、呼気中での放射能の合計から、4 時間皮膚適用での吸収量は適用量の 3.4%、その

吸収速度は 37μg/cm2/分であった (Susten et al., 1990)。 

雄のF344 ラットにエチルベンゼン 47、84、134 mg/L水溶液及び原液を面積 3.1 cm2の剃毛し

た背部皮膚に閉塞適用し、0.5～24 時間の経皮吸収を調べた実験で、水溶液では最大適用濃度

の 134 mg/Lでエチルベンゼンは血液中に検出されなかったが、原液では適用 1 時間後に血中濃

度が 5.6 mg/Lと最大となり、その後減少した。また、エチルベンゼン原液の 24 時間あたりの経

皮浸透量は 0.24 mLであった (Morgan et al., 1991)。 

 

b. 分布 

ポリスチレン製造原料のエチルベンゼンを吸入 (全身) 暴露された作業者からバイオプシー

で得た皮下脂肪に、0.1～0.7 mg/kg脂肪のエチルベンゼンが検出された。エチルベンゼンの空気

中濃度は 4 ppm  (17.6 mg/m3) 以下であった (Wolff et al., 1977)。この結果、エチルベンゼンが皮

下脂肪に分布することが示された。 

Harlan-Wistarラットの雄に14C-エチルベンゼンを吸入暴露し、組織分布が調べられた。227 ppm 

(1,000 mg/m3) のエチルベンゼンを 6 時間暴露し、その 42 時間後に組織が摘出された。組織中

の放射能は、肝臓 (残存率 0.014%)、消化管 (0.008%) に多く、次いで脂肪組織、肺、腎臓に

検出された (Chin et al., 1980)。 

Wistarラット雄にエチルベンゼン 50、300、600 ppm (220、1,320、2,640 mg/m3) を 16 週間 (6

時間/日、5 日/週) 吸入暴露し、腎臓周囲脂肪へのエチルベンゼンの分布を調べた実験で、それ

ぞれ、8.5、167.7、262.2 mg/kg脂肪のエチルベンゼンが検出された (Engstrom et al., 1985)。 

 

c. 代謝 

c-1. 経口暴露 

雌のWistarラットに 30 mg/kgの [環-14C]エチルベンゼンを強制単回経口投与し、尿中の代謝

物を分析した。尿中の主な代謝物はマンデル酸 (23%)、馬尿酸 (34%) であり、微量成分として

1-フェニルエチルグルクロン酸が検出された (Climie et al., 1983)。 

Albino ラットの雄にネオマイシンを含む飼料を与えて飼育し、餌から生ずるフェノール類を

低減した後、エチルベンゼン 100 mg/kg を強制経口投与し、フェノール代謝物の生成を調べた

実験で、尿中に、1-フェニルエタノール、4-エチルフェノール及び微量成分として 2-フェニル

エタノールが検出された (Bakke and Scheline, 1970)。 
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c-2. 吸入暴露 

男性ボランティア (4 人) にエチルベンゼン 150 ppm (655 mg/m3) を 4 時間吸入 (全身) 暴露

し、暴露開始後 24 時間以内の尿を採集して、代謝物を分析した。主な代謝物 (含有率) は、マ

ンデル酸 (71.5%) とフェニルグリオキシル酸 (19.1%) であった。それ以外に、1-フェニルエタ

ノール (4.0%)、p-ヒドロキシアセトフェノン (2.6%)、m-ヒドロキシアセトフェノン (1.6%)、

1-フェニル-1,2-エタンジオール、4-エチルフェノール、ω-ヒドロキシアセトフェノン、アセト

フェノンが検出された。また、尿中に代謝産物のグルクロン酸抱合体及び硫酸抱合体の存在が

示唆された (Engstrom et al., 1984)。 

2 人のボランティアに 99 ppm (435 mg/m3) のエチルベンゼンを 4 時間吸入 (全身) 暴露した

後、尿中排泄されたマンデル酸を同定･分析した。エチルベンゼン自体はキラリティ (掌性) を

もたないが、得られたマンデル酸はすべてR-エナンチオマー (R型鏡像異性体) であった。一方、

スチレンの職業暴露者 3人の尿から得られたマンデル酸はRとS型のエナンチオマーの両方を含

み、その比は 1.14～1.27: 1 であった (Drummond et al., 1989)。 

Wistarラットの雄に 300、600 ppm (1,320、2,640 mg/m3) のエチルベンゼンを 6 時間吸入暴露

し、暴露開始後 48 時間にわたって採尿した。尿中から 14 種の代謝物が同定された。主な代謝

物は、1-フェニルエタノール、マンデル酸、安息香酸であり、それぞれ、代謝物の約 25%を占

めた。代謝物の排泄割合は、暴露量によらずほぼ一定していた (Engstrom, 1984)。 

同様に、Wistarラットの雄に 50、300、600 ppm (220、1,320、2,640 mg/m3) のエチルベンゼン

を 16 週間 (6 時間/日、5 日/週) 吸入暴露し、尿中代謝物量の用量及び暴露期間との関連性を調

べた実験で、24 時間代謝物合計量は用量に応じて増加したが、各用量では暴露期間中一定であ

った。各代謝物の相対濃度は、用量が増加すると、1-フェニルエタノール、ω-ヒドロキシアセ

トフェノンでは増加したが、マンデル酸、フェニルグリオキシル酸、馬尿酸では減少した。ま

た、マンデル酸の相対濃度は暴露期間が長くなると減少した (Engstrom et al., 1985)。 

Wistar ラットの雄にエチルベンゼンを強制経口投与し、24 時間毎に 96 時間まで採尿して、

マンデル酸を同定・分析した。その結果、尿中代謝産物であるマンデル酸はすべて R-エナンチ

オマーであった (Drummond et al., 1989)。 

 

以上の結果から推定されたエチルベンゼンの代謝経路 (Engstrom, 1984) を図 7-1 に示す。 
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図 7-1 エチルベンゼンの代謝経路 (Engstrom, 1984) 

 

 

d. 排泄 

d-1. 経口暴露 

Wistarラットの雌に 30 mg/kgの14C-エチルベンゼンを単回投与し、代謝物の排泄が調べられた。

投与後 48時間以内に投与放射能の 82%が尿中に、1.5%が糞中に検出された (Climie et al., 1983)。 

SD ラットの雄にエチルベンゼン 350 mg/kg を経口投与し、代謝物の尿中排泄量の経時変化を

調べた実験で、初期の排尿中にマンデル酸とフェニルグリオキシル酸が検出された。代謝物の

尿中排泄濃度は暴露開始 15～19 時間後に最大となり、48 時間までに検出限界以下となり、吸

収量の大部分が排泄された (Sollenberg et al., 1985)。 
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d-2. 吸入暴露 

男性ボランティアに 4～45 ppm (18～200 mg/m3) のエチルベンゼンを 8 時間吸入暴露し、代

謝物であるマンデル酸の尿中排泄量の経時変化を調べた実験で、吸収されたエチルベンゼン量

に対するマンデル酸としての排泄率は、暴露開始後 8 時間で 22.6%、22 時間で 43.6%であり、

50 時間で 55%に相当した。排泄率は、暴露濃度に殆ど依存しなかった。マンデル酸の排泄半減

期は 3.1 時間と 24.5 時間の二相性を示した (Gromiec and Piotrowski, 1984)。 

Harlan-Wistarラット雄に 227 ppm (1,000 mg/m3) の14C-エチルベンゼンを 6 時間吸入暴露し、

放射能の排泄量変化が調べられた。体内に吸収された放射能のうち、暴露開始後 42 時間以内に

尿中に 82.6%、糞中に 0.7%、呼気中に 8.2%、二酸化炭素 (CO2) として 0.03％が排出された。

体内残存量は 0.2%であった (Chin et al., 1980)。 

d-3. 経皮暴露 

HRS/Jマウス (無毛) の雄の背部 0.8 cm2に14C-エチルベンゼン 4.1 mg/匹を 4 時間閉塞皮膚適

用し、経皮吸収された14Cの排泄が調べられた。適用開始後 15 分間に呼気中に経皮吸収量の 9.3%

が排出され、適用開始 48 時間後には尿及び糞中に吸収量の 65.5%、呼気中に 14.3%が排泄され、

体内に 15.5%、暴露部位の表皮に 4.5%が残留した (Susten et al., 1990)。 

 

以上から、ヒトにおいて、エチルベンゼン蒸気の吸入による吸収は速やかであるが、経皮吸

収は殆どなく、水溶液からの皮膚吸収は遅い。また、ラットでは、液状エチルベンゼンの経口

による吸収は速やかであり、エチルベンゼン蒸気の吸入による吸収も速いが、液状エチルベン

ゼンの経皮吸収は、ラット、マウスとも遅い。吸入暴露された動物の体内では、エチルベンゼ

ンは肝臓、消化管、脂肪組織、肺及び腎臓に分布する。吸入 (全身) 暴露されたヒトでは皮下

脂肪に検出される。吸収されたエチルベンゼンは、主に、ヒトではマンデル酸とフェニルグリ

オキシル酸に、ラットでは 1-フェニルエタノール、マンデル酸、安息香酸及び馬尿酸に代謝さ

れ、尿、糞中に排泄される。ラットでは、吸入暴露 42 時間後に、体内吸収されたエチルベンゼ

ンの体内残存量は 0.2％となり、大部分が尿、糞、呼気中に排泄される。ヒトの吸入暴露によ

るマンデル酸尿中排泄の結果から、ヒトにおいて 50 時間前後にはエチルベンゼンの大部分が排

泄されるものと推測される。 

 

表 7-1  エチルベンゼンの生体内運命 
動物種等 経路 暴露条件 結果 文献 
ラット 
Wistar 
雌 
10-12 週齢 
6 匹 

経口 [環-14C]エチルベンゼ

ン /コーンオイル 30 
mg/kg 
単回強制投与 

吸収・排泄:  
投与放射能の排泄率 (48 時間以内) 

尿中  82% 
糞中  1.5% 

したがって、少なくとも 82%が体内

吸収 
代謝: 尿中の代謝物 

マンデル酸 (23%)、馬尿酸 (34%) 
1-フェニルエチルグルクロン酸 
(微量) 

Climie et al., 
1983 

ラット 
albino 
雄、5 匹 

経口 エチルベンゼン 
100 mg/kg 
単回強制投与 

代謝: 尿中代謝物の分析: 
1-フェニルエタノール 
4-エチルフェノール 

Bakke & 
Scheline, 
1970 

 18



動物種等 経路 暴露条件 結果 文献 
48 時間採尿 2-フェニルエタノール (微量) 

ラット 
Wistar 
雄、300 g 

経口 
(強制) 

エチルベンゼン 
100 mg/kg 
24時間毎 96時間採尿

代謝: 尿中のマンデル酸は、すべて R-
エナンチオマー 

 

Drummond  
et al., 1989 

ラット 
SD 
雄、4 匹 

経口 エチルベンゼン/コー

ンオイル 
350 mg/kg 
単回強制投与 
48 時間採尿 

排泄: 最初の尿中にマンデル酸とフェ

ニルグリオキシル酸が排泄 
投与 15-19 時間後に排泄濃度が最大 

  48 時間以内に大部分が排泄 

Sollenberg  
et al., 1985 

ヒト 
男性 
人数不明 

吸入 23、43、45、85 ppm 
(101、189、200、374 
mg/m3) 
8 時間 

吸収: 吸気と呼気中の濃度差を測定、 
18 回実験の平均肺吸収率が 64% 

Bardodej &  
Bardodejova, 
1970 

ヒト 
男性 6 人 

吸入 4、8、18、34、45 ppm 
(18、34、80、150、200 
mg/m3) 
8 時間 

吸収: 平均肺吸収率が 49±5% 
 
排泄:     マンデル酸の排泄率: 

暴露開始後 8 時間  22.6% 
       22 時間  43.6% 
       50 時間  55% 

マンデル酸の排泄は二相性を示す。 
半減期: 3.1、24.5 時間 

Gromiec & 
Piotrowski, 
1984 

ポリスチレ

ン製造工場

の男性労働

者、25 人 

吸入 
(全身) 

4 ppm (17.6 mg/m3)  
以下のエチルベンゼ

ンに暴露 

分布: 21 人の皮下脂肪に 0.1-0.7 mg/kg
脂肪のエチルベンゼンが検出 

Wolff et al.,  
1977 

男性ボラン

ティア 
4 人 
33-40 歳 

吸入 エチルベンゼン 
150 ppm (655 mg/m3) 
4 時間暴露 

代謝: 暴露開始後 24 時間以内の採尿、

代謝物の同定 (尿中含有率) 
主な代謝物:  

マンデル酸 (71.5%) 
フェニルグリオキシル酸 (19.1%) 

その他:  
1-フェニルエタノール (4.0%) 
p- ヒドロキシアセトフェノン 

(2.6%) 
m- ヒドロキシアセトフェノン 

(1.6%) 
1-フェニル-1,2-エタンジオール 
4-エチルフェノール 
ω-ヒドロキシアセトフェノン 
アセトフェノン 

Engstrom  
et al., 1984 

ボランティ

ア 
2 人 

吸入 エチルベンゼン 
99 ppm (435 mg/m3) 
4 時間暴露 

代謝: 尿中のマンデル酸は、すべて R-
エナンチオマー 

 
スチレンの職業暴露者  (3 人、420 

mg/m3、8 時間勤務後) の尿中マン

デル酸は、R-、S-エナンチオマー

を 1.14-1.27: 1 含む。 

Drummond  
et al., 1989 

ラット 
Harlan-Wistar 
雄、100-120 g 
3 匹 

吸入 14C-エチルベンゼン

227 ppm  
(1,000 mg/m3) 
6 時間 

吸収: 一定濃度維持のための供給量を

測定、暴露量の 44%を吸収 
分布: 暴露終了 42 時間後に組織摘出 
組織分布 (吸収放射能の残存率、%) 

肝臓 (0.014%)、消化管 (0.008%)、
脂肪組織 (0.007%)、肺 (0.006%)、 
腎臓 (0.003%) 

排泄: 暴露開始 42 時間後、吸収放射能

の排泄率 

Chin et al.,  
1980 
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動物種等 経路 暴露条件 結果 文献 
尿 82.6%、糞 0.7%、呼気 8.2% 
CO2 0.03% (体内残存 0.2%) 

ラット 
Wistar 
雄 
310-395 g 
6 匹/群 

吸入 エチルベンゼン 
300、600 ppm  
(1,320、2,640 mg/m3)
6 時間暴露 
暴露開始後 48 時間以

内の採尿 

代謝: 尿中に 14 種の代謝物を同定 
主な代謝物:  

1-フェニルエタノール、 
マンデル酸、安息香酸 

それぞれ、代謝物の約 25%、代謝物

排泄割合は暴露量によらずほぼ一

定 

Engstrom, 
1984 

ラット 
Wistar 
雄 
平均 342g  
5 匹 

吸入 エチルベンゼン 
50、300、600 ppm  
(220、1,320、2,640  
mg/m3) 
16 週間 
(6 時間/日、5 日/週) 

分布: 腎臓周囲脂肪への分布: 
暴露用量 (ppm)   50   300   600   
エチルベンゼン  8.5  167.7  262.2 

   (mg/kg 脂肪) 
代謝: 

①用量の増加による代謝物相対濃度 

の変化 
減少: マンデル酸、フェニルグルオ

キシル酸、馬尿酸 
増加:  1-フェニルエタノール、 

ω-ヒドロキシアセトフェノン 
 

②暴露時間の増加に伴ってマンデル

酸相対濃度の減少 

Engstrom  
et al., 1985 

ヒト 
男性 1 人 

経皮 エチルベンゼン蒸気

300 ppm  
(1,300 mg/m3) 
2 時間、全身暴露 
(呼吸器使用) 

吸収 : 暴露皮膚面積は総皮膚面積の

90-95%相当。 
尿中マンデル酸濃度: 暴露前、中、

後 6 時間で変化なし 

Gromiec & 
Piotrowski, 
1984 

ヒト 
男性 7 人 

経皮 水溶液 (112、156  
mg/L) 
片手、2 時間浸漬 

吸収: エチルベンゼンの皮膚吸収速度: 
0.12－0.22 mg/cm2/時間 

Dutkiewicz &
Tyras, 1967 

マウス 
HRS/J 
雄、23-32 g 
11 匹 

経皮 [環-14C]エチルベンゼ

ン 
4.1 mg/4.75μL 
0.8 cm2

閉塞適用  (キャップ

付ステンレススチー

ル筒使用)、4 時間 

吸収: 適用量の 3.4%が吸収、 
推定吸収速度: 37μg/ cm2/分 
 

排泄: 適用開始 48 時間後の排泄量: 
   (経皮吸収量の割合) 

尿及び糞  65.5% 
呼気中   14.3% 
体内    15.5% 
表皮残留  4.5% 

Susten et al., 
1990 

ラット 
F344 
雄 
215-300 g 
6-10 匹/群 

経皮 0、47、84、134 mg/L
水溶液及び原液 
適用面積 3.1 cm2

2 mL、閉塞適用 (キ
ャップ付ガラス筒使

用) 
24 時間 

吸収: 水溶液適用: 最大適用濃度 134 
mg/L で血液中に不検出 

原液適用: 適用後 1 時間で血中

濃度最大 (5.6 mg/L) 
 

原液の 24 時間経皮浸透量: 0.24 mL 
 

Morgan et al., 
1991 

 

 

7.2 疫学調査及び事例 

ボランティアに対するエチルベンゼンの疫学調査及び事例を表 7-2 に示す。 

a. ボランティア暴露 

ボランティアに 23～85 ppm (101～374 mg/m3) のエチルベンゼンを 8 時間吸入暴露した代謝
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実験で、被験者に健康障害は認められなかった (Bardodej and Bardodejova, 1970)。 

エチルベンゼン蒸気による眼刺激性と嗅覚の閾値を測定する実験を喫煙習慣のない男女各 4

人に対して行った。眼刺激性の閾値は約 7,000 ppm (30,800 mg/m3、図から計測)、嗅覚閾値は約

6 ppm (26 mg/m3、図から計測) と求められた (Cometto-Muniz and Cain, 1995)。 

ボランティア 25 人に対する 10%エチルベンゼン含有ワセリン混合液を用いたマキシマイゼ

ーション (maximization) 法で、皮膚感作性は認められなかった (Opdyke, 1975)。 

 

b. 長期暴露－疫学調査 

チェコスロバキアのエチルベンゼン製造工場での労働者 200人の健康影響を 20年間調べた研

究がある。平均年齢は 37 歳で、平均勤続年数は 12.6 年であった。年 2 回の作業終了時の尿検

査で、エチルベンゼンの代謝物であるマンデル酸の尿中濃度が測定され、20 年間の平均濃度は

0.25 mM (38 mg/L) であった。また、年 2 回の血液学的及び血清生化学的検査が行われた結果、

ヘモグロビン値、白血球及び血小板数、ヘマトクリット値、アラニンアミノトランスフェラー

ゼ活性値などに変化は認められなかった。加えて、過去 10 年間、腫瘍発症の報告はなかった 

(Bardodej and Cirek, 1988)。 

エチルベンゼンのヒト胎盤透過に関する報告がある。妊娠した女性の暴露量は不明であるが、

出産時に採血された母体の血液と臍帯血に微量のエチルベンゼンがガスクロマトグラフィーに

よって検出されたことから、胎盤透過の可能性が示唆された (Dowty et al., 1976)。 

 

表 7-2 エチルベンゼンの疫学調査及び事例 
対象集団性別・

人数 

暴露状況/暴露量 結 果 文 献 

男性ボランティ

ア 
人数不明 

エチルベンゼン 
23-85 ppm  
(101-374 mg/m3)  
8 時間吸入暴露 

被験者に健康障害なし 
 

Bardodej &  
Bardodejova, 
1970 

ボランティア 
男女各 4 人 

眼刺激性及び嗅

覚試験

エチルベンゼン

蒸気 
  

眼刺激性閾値    
約 7,000 ppm (30,800 mg/m3) 

 
嗅覚閾値 

約 6 ppm (26 mg/m3) 

Cometto-Muniz 
& Cain, 1995 

ボランティア 
25 人 

マキシマイゼー

ション法 
10% エチルベン

ゼン含有ワセリ

ン 

皮膚感作反応なし Opdyke, 1975 

エチルベンゼン

製造工場労働者

200 人 

暴露濃度 
(著者推定): 

平均  2 ppm 
 (8.6 mg/m3) 

最大  20 ppm 
 (86 mg/m3) 

20 年間観察 

尿検査: 
マンデル酸濃度  

平均  0.25 mM ( 38 mg/L) 
最大  3.25 mM (494 mg/L) 

 
血液学的・血清生化学的検査: 

ヘモグロビン値、白血球及び血小板数、

ヘマトクリット値、アラニンアミノトラ

ンスフェラーゼ活性値に変化なし 
 

過去 10 年間、腫瘍発症の報告なし 

Bardodej ＆  
Cirek, 1988 
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対象集団性別・

人数 

暴露状況/暴露量 結 果 文 献 

出産した女性 
11 人 

不明 母体血と臍帯血に微量のエチルベンゼン

が検出 
Dowty et al.,  
1976 

 
 

7.3 実験動物に対する毒性 

7.3.1 急性毒性 

エチルベンゼンの実験動物に対する急性毒性試験結果を表 7-3 に示す (GDCh BUA, 1997)。 

エチルベンゼンの経口経路のLD50はラットで 3,500～4,700 mg/kg (Smyth et al., 1962; Wolf et 

al., 1956) であり、吸入暴露のLC50はラットで 4,000 ppｍ (17,600 mg/m3) (4 時間) (Smyth et al., 

1962) であり、経皮経路のLD50はウサギで 15,400 mg/kg (24 時間) (Smyth et al., 1962) であった。

腹腔内投与のLD50はマウスで 2,263 mg/kgであった (Mohtashamipur et al., 1985)。 

エチルベンゼンの吸入暴露によって、マウスに流涙、呼吸数減少、中枢神経系への影響とし

て、鎮静、閉眼、知覚麻痺を生じた (De Ceaurriz et al., 1981; Nielsen and Alarie, 1982; Tegeris and 

Balster, 1994)。 

 

表 7-3 エチルベンゼンの急性毒性試験結果 

 マウス ラット ウサギ 
経口LD50  (mg/kg) ND 3,500-4,700  ND 

吸入LC50  (ppm) 
ND 4,000 (4 時間) 

 (17,600 mg/m3) 
ND 

経皮LD50  (mg/kg) ND ND 15,400 (24 時間) 
腹腔内LD50 (mg/kg) 2,263 ND ND 

ND: データなし 

 

 

7.3.2 刺激性及び腐食性 

ウサギの剪毛した腹部の皮膚にエチルベンゼン原液 0.01 ml (8.7 mg) を 24 時間閉塞適用した

試験で、軽度の皮膚刺激反応を示した (Smyth et al., 1962)。また、ウサギの耳介と剃毛した腹

部に、エチルベンゼン原液を 4 週間、計 20 回皮膚適用した結果、明確な紅斑及び浮腫と表皮の

壊死を生じ、エチルベンゼンは中等度の皮膚累積刺激性を示した (Wolf et al., 1956)。 

エチルベンゼン原液 2 滴をウサギに点眼した試験で、結膜に軽度の刺激反応を生じたが、角

膜には刺激反応は認められなかった (Wolf et al., 1956)。別の試験で、ウサギの結膜にエチルベ

ンゼン原液 0.5 ml (435 mg) の適用で、軽度の刺激反応を示したという報告もある (Smyth et al., 

1962)。 

以上から、エチルベンゼンは、ウサギに対して軽度の皮膚一次刺激性と眼刺激性を示す。 

 

7.3.3 感作性 

調査した範囲内では、エチルベンゼンの実験動物に対する感作性に関する試験報告は得られ

ていない。 
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7.3.4 反復投与毒性 

エチルベンゼンの実験動物に対する反復投与毒性試験結果を表 7-4 に示す。 

a. 経口投与 

Wistar ラットの雌に、エチルベンゼン 0、13.6、136、408、680 mg/kg/日を 1 回/日、5 日/週の

頻度で 6 か月間強制経口投与した試験で、408 mg/kg/日以上の群で、肝臓及び腎臓の絶対重量

の有意な増加及び肝細胞と尿細管上皮細胞の混濁腫脹が認められた。一方、136 mg/kg/日群で

は毒性影響はなかったことから、NOAEL は 136 mg/kg/日であると、著者らは結論している 

(Wolf et al., 1956)。 

 

b. 吸入暴露 

B6C3F1マウスの雌雄 (5 匹/群) に、エチルベンゼン 0、99、382、782 ppm (0、437、1,690、

3,460 mg/m3)を、6 時間/日、5 日/週の頻度で 4 週間吸入暴露した試験で、782 ppm群で雌雄の肝

臓の絶対及び相対重量の有意な増加が認められたが、病理組織学的変化は観察されなかった 

(Cragg et al., 1989)。 

B6C3F1マウスにエチルベンゼン 0、100、250、500、750、1,000 ppm (0、440、1,100、2,200、

3,300、4,400 mg/m3) を 6 時間/日、5 日/週の頻度で 13 週間吸入暴露した試験で、750 ppm以上

の群で、雌雄の肝臓と腎臓の絶対重量が用量に依存した増加、1,000 ppm群で雌の腎臓の相対重

量増加が認められたが、病理組織学的及び臨床生化学的変化はみられなかった (U.S. NTP, 1992)。 

B6C3F1マウスの雌雄 (50 匹/群) にエチルベンゼン 0、75、250、750 ppm (0、330、1,100、3,300 

mg/m3) を 6 時間/日、5 日/週の頻度で 103 週間吸入暴露した発がん性試験で、すべての暴露群

で生存率に差はなかったが、非腫瘍性変化として、75 ppm以上の群の雄に肝臓に合胞体細胞の

出現増加、250 ppm以上の群の雌に腺下垂体 (pars distalis) の過形成、750 ppm群で雌雄に甲状

腺ろ胞細胞の過形成、雄に肺胞上皮細胞の細気管支細胞化生、肝細胞肥大の出現増加、雌の肝

臓に好酸性変異細胞巣の発生増加が観察された。腎臓には影響は認められなかった (U.S. NTP, 

1999)。これらの結果から、最低濃度で毒性影響が認められているので、NOAELは求められな

い。したがって、本評価書では、LOAELが 75 ppmであると判断する。 

F344 ラットの雌雄 (5 匹/群) に、エチルベンゼン 0、99、382、782 ppm (0、437、1,690、3,460 

mg/m3) を、6 時間/日、5 日/週の頻度で 4 週間吸入暴露した試験で、782 ppm群の雌雄に散発性

の流涙と流涎、肝臓の絶対及び相対重量の有意な増加、雄の血小板数の有意な増加、雌の白血

球数の有意な増加が認められたが、病理組織学的変化は観察されなかった (Cragg et al., 1989)。 

F344/Nラットにエチルベンゼン 0、100、250、500、750、1,000 ppm (0、440、1,100、2,200、

3,300、4,400 mg/m3) を 6 時間/日、5 日/週の頻度で 13 週間吸入暴露した試験で、500 ppm以上

の群で雌の肝臓と腎臓の絶対重量の増加、750 ppm以上の群で、雄の肝臓と腎臓の絶対及び相

対重量の増加が認められたが、病理組織学的及び臨床生化学的変化はなかった (U.S. NTP, 1992)。 

Wistarラットの雄にエチルベンゼンを 0、50、300、600 ppm (0、220、1,320、2,640 mg/m3) を

6 時間/日、5 日/週の頻度で 16 週間吸入暴露し、組織学的・生化学的変化を調べた実験におい

て、50 ppm以上の群でUDP-グルクロノシルトランスフェラーゼ活性が用量依存的に増加、300 

ppm以上の群でNADPH-シトクロムcレダクターゼ活性、7-エトキシO-デエチラーゼ活性が増加
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し、600 ppm群で肝細胞に滑面小胞体の増生、粗面小胞体の脱顆粒化、ミトコンドリアの拡張

などが観察された。腎臓では、50 ppm以上の群で 7-エトキシO-デエチラーゼ活性の用量に依存

した顕著な増加、UDP-グルクロノシルトランスフェラーゼ活性の用量に依存した増加を示した。

チオエーテル類の尿中排出量が用量に依存して増加し、600 ppm群で対照と比較して 8 倍まで

増加した。しかし、還元型グルタチオン量は肝臓ではほとんど変化せず、腎臓では微増と還元

型グルタチオンの濃度変化は小さかった (Elovaara et al., 1985)。 

F344/Nラットの雌雄 (50 匹/群) にエチルベンゼン 0、75、250、750 ppm (0、330、1,100、3,300 

mg/m3) を 6 時間/日、5 日/週の頻度で 104 週間吸入暴露した発がん性試験で、非腫瘍性変化と

して、75 ppm以上の群で雄に前立腺炎の増加、雌に腎障害の増加、750 ppm群で雌雄に尿細管

上皮過形成、雄に生存率の有意な低下と血管壁及び胃の鉱質沈着が認められた。しかし、肝臓

には影響は認められなかった (U.S. NTP, 1999)。これらの結果から、最低濃度で毒性影響が認め

られているので、NOAELは求められず本評価書では、LOAELが 75 ppmであると判断する。 

NZWウサギの雌雄 (5 匹/群) に、エチルベンゼン 0、382、782、1,610 ppm (0、1,690、3,460、

7,120 mg/m3) を、6 時間/日、5 日/週の頻度で 4 週間吸入暴露した試験で、1,610 ppm群で雌雄に

一時的かつ軽微な体重増加の抑制が認められたが、有意な変化はなかった。また、肉眼的･組織

学的観察で雌雄の組織変化は見出されなかった (Cragg et al., 1989)。 

 

以上から、エチルベンゼンの主な標的器官は、マウス、ラットともに腎臓及び肝臓である。

エチルベンゼンは、経口投与では、ラットの雌に肝臓及び腎臓の絶対重量の有意な増加及び肝

細胞と尿細管上皮細胞の混濁腫脹を生ずる。吸入暴露では、マウスの雄に肝細胞合胞化、ラッ

トの雄に前立腺炎、雌に腎障害を生ずる。したがって、経口暴露のNOAELは、ラットの 6 か月

間暴露による肝臓及び腎臓の病理組織学的変化を指標とした 136 mg/kg/日である (Wolf et al., 

1956)。吸入暴露のNOAEL については、2 年間の吸入暴露によって最低濃度である 75 ppmで腎

臓及び肝臓に毒性影響が認められるので、NOAELは求められず、LOAELは 75 ppm (330 mg/m3) 

である (U.S. NTP, 1999)。 

 

表 7-4 エチルベンゼンの反復投与毒性試験結果 
動物種等 投与経路 投与期間 投与量 結 果 文献 

ラット 
Wistar 
雌 
約 11 週齢 
10 匹/群 

強制経口 6 か月間 
(1 回/日 
5 日/週) 

0、13.6、136、408、
680 mg/kg/日 
(オリーブオイ

ル) 

408 mg/kg/日以上: 
肝臓及び腎臓の絶対重量の

有意な増加、肝細胞及び尿

細管上皮細胞の混濁腫脹 
 

NOAEL: 136 mg/kg/日 

Wolf et al., 
1956 

マウス 
B6C3F1

雄: 9 週齢 
雌: 11 週齢 
5 匹/群 

吸入 4 週間 
(6 時間/日 
5 日/週) 

0、99、382、782 
ppm  
(0、437、1,690、
3,460 mg/m3) 

782 ppm: 
雌雄 : 肝臓の絶対及び相対

重量の有意な増加 
 
 

Cragg et al.,
1989 

マウス 
B6C3F1

雌雄 

吸入 13 週間 
(6 時間/日 
5 日/週) 

0、100、250、500、
750、1,000 ppm 
(0、440、1,100、
2,200、3,300、
4,400 mg/m3) 

750 ppm 以上: 
雌雄 : 肝臓と腎臓の絶対重

量増加 
1,000 ppm: 

雌: 腎臓の相対重量増加 

U.S. NTP,  
1992 
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動物種等 投与経路 投与期間 投与量 結 果 文献 
マウス 
B6C3F1

雌雄 
6 週齢 
50 匹/群 

吸入 103 週間 
(6 時間/日 
5 日/週) 

0、75、250、750 
ppm 
(0、330、1,100、
3,300 mg/m3) 

75 ppm 以上: 
雄: 肝臓合胞体細胞の出現  

増加 
250 ppm 以上: 

雌: 腺下垂体末端部の 
過形成 

750 ppm: 
雌雄: 甲状腺ろ胞細胞の 

過形成 
雄 : 肺胞上皮細胞の細気管

支上皮細胞化生、 
肝細胞肥大の出現増加 

雌 : 肝臓の好酸性変異細胞

巣の発生増加 
 
LOAEL: 75 ppm (330 mg/m3) 

（本評価書の判断） 

U.S. NTP,  
1999 

ラット 
F344 
雌雄 
8 週齢 
5 匹/群 

吸入 4 週間 
(6 時間/日 
5 日/週) 

0、99、382、782 
ppm  
(0、437、1,690、
3,460 mg/m3) 

782 ppm: 
雌雄: 散発性の流涙と流涎、 

肝臓の絶対及び相対重

量の有意な増加 
雄: 血小板数の有意な増加 
雌: 白血球数の増加 

Cragg et al.,
1989 

ラット 
F344/N 
雌雄 

吸入 13 週間 
(6 時間/日 
5 日/週) 

0、100、250、500、
750、1,000 ppm 
(0、440、1,100、
2,200、3,300、
4,400 mg/m3) 

500 ppm 以上: 
雌: 肝臓と腎臓の絶対重量  

増加 
750 ppm 以上: 

雄: 肝臓と腎臓の絶対及び  
相対重量の増加 

U.S. NTP,  
1992 
 

ラット 
Wistar 
雄 
平均 342 g 
5 匹/群 

吸入 16 週間 
(6 時間/日 
5 日/週) 

0、50、300、600 
ppm  
(0、220、1,320、
2,640 mg/m3) 

肝臓 
50 ppm 以上: 

UDP-グルクロノシルトラン

スフェラーゼ活性増加 
300 ppm 以上: 

NADPH-シトクロム cレダク

ターゼ活性、7-エトキシ O-
デエチラーゼ活性が増加 

600 ppm: 
肝細胞に滑面小胞体の増

生、粗面小胞体の脱顆粒化、 
ミトコンドリアの拡張 
 

腎臓

50 ppm 以上: 
7-エトキシ O-デエチラーゼ

活性、UDP-グルクロノシル

トランスフェラーゼ活性の

用量に依存した増加 

Elovaara  
et al., 1985 
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動物種等 投与経路 投与期間 投与量 結 果 文献 
ラット 
F344/N 
雌雄 
6 週齢 
50 匹/群 

吸入 104 週間 
(6 時間/日 
5 日/週) 

0、75、250、750 
ppm 
(0、330、1,100、
3,300 mg/m3)  

75 ppm 以上: 
雄: 前立腺炎の増加 
雌: 腎障害の有意な増加 

750 ppm: 
雌雄: 尿細管上皮過形成 
雄: 生存率の有意な低下 

血管壁と胃の鉱質沈着 
 

LOAEL: 75 ppm (330 mg/m3) 
（本評価書の判断） 

U.S. NTP,  
1999 

ウサギ 
NZW 
雌雄 
3-4 kg 
5 匹/群 

吸入 4 週間 
(6 時間/日 
5 日/週) 

0、382、782、1,610 
ppm 
(0、1,690、3,460、
7,120 mg/m3) 

1,610 ppm: 
一時的かつ軽微な体重増加

抑制 
 
 

Cragg et al.,
1989 

 
 
7.3.5 生殖・発生毒性 

エチルベンゼンの実験動物に対する生殖・発生毒性試験結果を表 7-5 に示す。 

妊娠CFLPマウスにエチルベンゼン 0、500 mg/m3を 24 時間/日で、妊娠 6～15 日目まで吸入

暴露し、妊娠 18 日目に帝王切開した。500 mg/m3群で胎児の体重低値、骨格形成遅延、尿路系

の異常発生率の有意な増加を生じた。その結果、著者らは、エチルベンゼンは催奇形性を示す

と結論している (Ungvary and Tatrai, 1985)。しかし、胎児の尿路系の奇形について具体的な記載

はない。 

Wistarラットにエチルベンゼンを交配前から妊娠期間吸入暴露して、生殖･発生毒性が調べら

れた。雌に、エチルベンゼン 0、97、959 ppm (0、427、4,220 mg/m3) を 7 時間/日、週 5 日の頻

度で 3 週間吸入暴露した後、交配した。交配確認後、雌に 0、97、985 ppm (0、427、4,330 mg/m3) 

を 7 時間/日で妊娠 1～19 日目に連日暴露し、妊娠 21 日目に帝王切開した。エチルベンゼン暴

露群の雌の摂餌量、体重に影響はなかった。97 ppm以上の群で、妊娠率は対照群と比べて低値

を示したが、有意差はなかった。また、胎児の体重、体長、性比には変化がなかったが、過剰

肋骨出現率の有意な増加が観察された。しかし、濃度に関連した増加ではなかった。それ以外

の外表、内部器官、骨格に異常は認められなかった。959/985 ppm群で、母動物の肝臓、腎臓、

脾臓の絶対及び相対重量の有意な増加が認められたが、病理組織学的変化はなかった。その結

果、著者らは、エチルベンゼンは母動物毒性を示し、また生殖毒性を示す可能性があるが、胎

児毒性はない。しかし、過剰肋骨は奇形ではないものの、濃度が更に増えれば奇形を生ずる可

能性があると考え、985 ppm (4,330 mg/m3) 以下の暴露量では催奇形性を示さないと結論してい

る (Andrew et al., 1987; Hardin et al., 1981)。以上の結果から、本評価書では、母動物毒性の

NOAELは 97 ppm (427 mg/m3)であるが、最高用量まで生殖・発生毒性が認められていないので、

生殖・発生毒性のNOAELは求められないと判断する。 

妊娠CFYラットにエチルベンゼン 0、600、1,200、2,400 mg/m3を 1 日 24 時間、妊娠 7～15 日

目まで吸入暴露し、妊娠 21 日目に帝王切開した。濃度に依存した中程度の母動物毒性が認めら

れた。また、600 mg/m3以上の群で胚吸収率の増加、胎児の骨格形成遅延が認められ、2,400 mg/m3

群で過剰肋骨の有意な増加、尿路系及び骨格異常の有意な増加が観察された。これらの結果か
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ら、エチルベンゼンは母動物毒性、生殖毒性及び催奇形性を示すと著者らは結論している 

(Ungvary and Tatrai, 1985)。しかし、母動物毒性、胎児の尿路系及び骨格の奇形について具体的

な記載はない。 

妊娠NZWウサギにエチルベンゼン 0、99、962 ppm （0、436、4,230 mg/m3）を 1 日 7 時間、

妊娠 1～29 日目まで吸入暴露し、妊娠 30 日目に帝王切開した。962 ppm群の母動物に肝臓の相

対重量の有意な増加が認められたが、同腹児数あたりの生存胎児数、胎児発育に有意な変化は

なく、また胎児の奇形、変異発生率に有意な差はなかった。著者らは、962 ppm群の母動物の

体重、摂餌量に変化がなく、濃度に関連した肝臓の病理組織学的な変化が認められないことか

ら、肝臓の相対重量増加は母動物毒性ではないと考え、エチルベンゼンはウサギに対して母動

物毒性、胎児毒性、催奇形性を示さないと結論している (Andrew et al., 1987; Hardin et al., 1981)。

これらの結果から、最高用量まで母動物毒性及び生殖・発生毒性が認められていないので、本

評価書では、生殖・発生毒性のNOAELは求められないと判断する。 

妊娠NZWウサギにエチルベンゼン 0、500、1,000 mg/m3を 1 日 24 時間、妊娠 7～20 日目まで

吸入暴露し、妊娠 30 日目に帝王切開した。500 mg/m3群で胎児の体重低値が認められ、胎児毒

性を示したが、1,000 mg/m3群で母動物に体重増加抑制と流産を生じ、生存胎児が得られなかっ

た。しかし、催奇形性は示さなかったと著者らは結論している (Ungvary and Tatrai, 1985)。 

 
以上から、エチルベンゼンはラットでは母動物毒性を示し、暴露量によっては催奇形性を示

す可能性は否定されていない。一方、生殖毒性、胎児毒性について、有りとする報告と無しと

する報告があり、生殖毒性及び胎児毒性の有無は現時点では判断できない。また、ウサギでは

催奇形性は示さないが、母動物毒性、生殖毒性、胎児毒性について、有りとする報告と無しと

する報告があり、ウサギにおける母動物毒性、生殖毒性、胎児毒性の有無は現時点では判断で

きない。 

 
表 7-5 エチルベンゼンの生殖・発生毒性試験結果 

動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結果 文献 
マウス 
CFLP 
妊娠雌 
20 匹/群 

吸入 妊娠 6-15日
目まで 
24 時間/日、

連続暴露、

妊娠 18 日

目に帝王切

開 

0、500 mg/m3 500 mg/m3: 
胎児の体重低値、 
胎児の骨格形成遅延 
尿路系の異常発生率の有意な増

加 (対照群 4%に対して 10%) 
 

Ungvary & 
Tatrai, 1985

ラット 
Wistar 
雌:8 週齢 
雄: 
10 週齢 
(交配時) 
29-33 匹/
群 

吸入 雌のみ暴露 
7 時間/日、 
5 日/週、 
3 週間暴露

後交配、 
妊娠 1-19日
7 時間/日、

連日暴露、 
21日目に帝

王切開 

交配前: 
0、97、959 ppm 
(0 、 427 、 4,220 
mg/m3) 
 
妊娠期間: 
0、97、985 ppm 
(0 、 427 、 4,330 
mg/m3) 

97 ppm 以上: 
胎児: 過剰肋骨の出現率増加 

(用量関連性なし) 
959/985 ppm: 

母動物: 肝臓、腎臓、脾臓の絶対

及び相対重量の有意な増加 
 

NOAEL (本評価書の判断): 
母動物毒性: 97 ppm (427 mg/m3) 

 

Andrew  
et al., 1987; 
Hardin    
et al., 1981 
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動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結果 文献 
ラット 
CFY 
妊娠雌 
17-20 匹/ 
群 

吸入 妊娠 7-15日
目まで 
24 時間/日、

連続暴露、

妊娠 21 日

目に帝王切

開 

 0、600、1,200、2,400 
mg/m3

600 mg/m3以上: 
胚吸収率の増加 
胎児の骨格形成遅延 

2,400 mg/m3: 
胎児に過剰肋骨の増加、 
尿路系及び骨格異常発生率の有

意な増加 (対照群 1%に対して

7%) 

Ungvary & 
Tatrai, 1985

ウサギ 
NZW 
雌雄: 
5.5-7 月 
齢 
29-30 匹/ 
群 

吸入 交配後雌の

み暴露 
妊娠 1-29日
7 時間/日、

連日暴露、

妊娠 30 日

目に帝王切

開 

0、99、962 ppm 
(0 、 436 、 4,230 
mg/m3) 

962 ppm: 
母動物: 肝臓の相対重量の増加 
胎児: 外表、内部器官、骨格に有

意な異常なし 
 

 

Andrew  
et al., 1987; 
Hardin    
et al., 1981 

ウサギ 
NZW 
妊娠雌 
3-9 匹/群 

吸入 妊娠 7-20日
目まで 
24 時間/日、

連続暴露、

妊娠 30 日

目に帝王切

開 

0、500、1,000 mg/m3 500 mg/m3: 
胎児雌の体重低値 

1,000 mg/m3: 
母動物に体重増加抑制、流産の増

加 
 

Ungvary & 
Tatrai, 1985

 
 
7.3.6 遺伝毒性 

エチルベンゼンの遺伝毒性試験結果を表 7-6 に示す。 

a. in vitro 試験 

ネズミチフス菌、大腸菌を用いた復帰突然変異試験、酵母遺伝子変換試験、ラット肝細胞を用

いた染色体異常試験、チャイニーズハムスター卵巣 (CHO) 細胞を用いた染色体異常及び姉妹

染色分体交換試験で、S9 添加の有無に関わらず陰性であった (Dean et al., 1985; Florin et al., 

1980; U.S. NTP, 1999; Zeiger et al., 1992)。 

一方、マウスリンパ腫細胞L5178Y TK+/-を用いた前進突然変異試験では、S9 無添加条件下で

陽性であった (McGregor et al., 1988)。しかし、陽性の結果は細胞毒性を生じた最高用量で認め

られている。また、シリアンハムスター胚細胞を用いた小核試験 (24 時間暴露) 及び形質転換

試験 (7 日間暴露) では、S9 無添加系で陽性であった (Gibson et al., 1997; Kerckaert et al., 1996)。

ただし、両試験の結果は、対照群と比べて有意差のある陽性を示しているが、ともに用量依存

性を示していない。 

 

b. in vivo 試験 

マウス骨髄赤血球又は末梢血赤血球を用いた小核試験で、陰性であった (Mohtashamipur et al., 

1985; U.S. NTP, 1999)。 

 

以上から、in vitro 試験で、マウスリンパ腫細胞を用いた前進突然変異試験、シリアンハムス

ター胚細胞を用いた小核及び形質転換試験で陽性を示したものの、細胞毒性を示す用量での結
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果あるいは用量依存性を示していないことから、現時点では陽性とみなしがたい。一方、細菌

を用いた復帰突然変異試験、染色体異常試験などの多くの試験で陰性であり、in vivo 試験での

マウス小核試験も陰性であった。したがって、エチルベンゼンは遺伝毒性を示さないと判断す

る。 

 

表 7-6 エチルベンゼンの遺伝毒性試験結果 
 試験系 試験材料 処理条件 用量  結果1) 文献 

最低 最高 ‐S9  +S9 ネズミチフス菌 
TA98、TA100、 
TA1535、TA1538 

プレイン 
キュベー 
ション 

3-3,200 
μg/plate 

 
－  － 

Florin et al.,  
1980 

ネズミチフス菌 
TA98、TA100、 
TA1535、TA1537、 
TA1538 

プレイン 
キュベー 
ション 
 

0.2-2,000 
μg/plate 

 
－  － 
 

Dean et al.,  
1985 

ネズミチフス菌 
TA97、TA98、 
TA100、TA1535 

プレイン 
キュベー 
ション 

10-1,000 
μg/plate 

 
－  － 
 

Zeiger et al.,  
1992; 
(U.S. NTP,  
1999) 

復帰突然変

異 

大腸菌 
WP2、WP2uvrA 

プレイン 
キュベー 
ション 

0.2-2,000 
μg/plate 

 
－  － 
 

Dean et al.,  
1985 

遺伝子変換 酵母 
Saccharomyces 
serevisiae JD1 

プレイン 
キュベー 
ション 

10-5,000 
μg/ml 

－  － Dean et al.,  
1985 

前進突然変

異 
マウスリンパ腫

細胞 
L5178Y TK+/-

プレイン 
キュベー 
ション 

0-80 
μg/ml 

＋  ND McGregor  
et al., 1988 

ラット肝細胞株 
RL1、RL4

プレイン 
キュベー 
ション 

25-100 
μg/ml 

－  ND Dean et al.,  
1985 

染色体異常 
 

CHO細胞2) プレイン 
キュベー 
ション 

75-125 
μg/ml 

－  － U.S. NTP, 1999

小核 シリアンハムス

ター胚細胞 
24 時間暴

露 
25-200 
μg/ml 

＋  ND Gibson  
et al., 1997 

姉妹染色分

体交換 
CHO 細胞 プレイン 

キュベー 
ション 

75.5-150 
μg/ml 

－  － U.S. NTP, 1999

in 
vitro 

形質転換 シリアンハムス

ター胚細胞 
24 時間 
7 日間 
エ チ ル ベ

ン ゼ ン 処

理 

100-500 
100-200 
μg/ml 

－  ND 
＋  ND 

Kerckaert  
et al., 1996 

小核 雄マウス骨髄赤

血球 
 腹腔内投与 

650 mg/kg/匹、

2 回 

－ Mohtashamipur 
et al., 1985 

in vivo 

小核 マウス 
B6C3F1、雌雄 
末梢血赤血球 

 吸入暴露 
1,000 ppm  
(1,626-4,335   

mg/m3) 
13週間 (6時間

/日、5 日/週) 

－ U.S. NTP, 1999

1) ＋: 陽性; －: 陰性; ND;データなし. 
2) CHO 細胞: チャイニーズハムスター卵巣細胞 
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7.3.7 発がん性 

エチルベンゼンの実験動物に対する発がん性試験結果を表 7-7 に示す。 

B6C3F1マウスの雌雄に、エチルベンゼン 0、75、250、750 ppm (0、330、1,100、3,300 mg/m3) 

を 103 週間 (6 時間/日、5 日/週) 吸入暴露した発がん性試験で、腫瘍性変化として 750 ppm群

で雄に肺胞と細気管支の腺腫の有意な増加、雌に肝細胞の腺腫の有意な増加及び肝細胞がんの

有意ではない増加がみられた。暴露群と対照群の生存率、体重に有意差はなかった (U.S. NTP, 

1999)。 

F344/Nラットの雌雄に、エチルベンゼン 0、75、250、750 ppm (0、330、1,100、3,300 mg/m3) 

を 104 週間 (6 時間/日、5 日/週) 吸入暴露した発がん性試験で、生存率は雌では暴露群と対照

群には差はなかったが、雄では 750 ppm群で有意に減少した。腫瘍性変化として、750 ppm群で、

雌雄ともに尿細管上皮過形成及び尿細管腺腫が有意に増加した。雄に尿細管がんの増加傾向が

認められた (U.S. NTP, 1999)。 

以上から、エチルベンゼンが 750 ppm (3,300 mg/m3) の 2 年間の吸入暴露で、マウスでは雄の

肺と雌の肝臓に、ラットでは雌雄の腎臓に腫瘍を生ずることを示している。 

 

なお、エチルベンゼンの国際機関等での発がん性評価を表 7-8 に示す｡ 

IARC は U.S. NTP (1999) の発がん性試験結果を引用し、グループ 2B (ヒトに対して発がん性

がある可能性がある物質) と評価している。ACGIH は、1990 年に、U.S. NTP が発がん性試験

を開始したと記述しているが、それ以前のデータに基づいて A3 (ヒトへの関連性は不明である

が、実験動物で発がん性が確認された物質) と評価し、現在に至っている。日本産業衛生学会

は第 2 群 B (人間に対しておそらく発がん性があると考えられる物質であるが、証拠が比較的

十分でない物質) に分類している。U.S. EPA は、1991 年に、ヒト、実験動物ともに発がん性に

関するデータはないという理由で、D (ヒト発がん性に関して分類できない物質) に分類し、現

在に至っている。一方、1998 年に再評価を始めたと記述しているが、その結果はまだ公表され

ていない (ACGIH, 2005; IARC, 2005; U.S. EPA, 2005; U.S. NTP, 2005; 日本産業衛生学会, 2005)。 

 

表 7-7 エチルベンゼンの発がん性試験結果 
動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結果 文献 
マウス 
B6C3F1

雌雄 
6 週齢 
50 匹/群 
 

吸入 103 週間 
(6 時間/日 
5 日/週) 
 

0、75、250、750 ppm 
(0、330、1,100、3,300 
mg/m3) 

750 ppm: 
雄: 肺胞と細気管支の腺腫の有意

な増加 
雌: 肝細胞の腺腫の有意な増加、

肝細胞がんの増加 
 
雄 :              投与量  (ppm)  

             0   75   250  750 
動物数      50   50    50   50 
肝細胞腺腫   0    0     0    0 
肝細胞がん   0    0     0    0 
肺腺腫       5    9    10   16* 

U.S. NTP,  
1999 
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動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結果 文献 
肺がん       2    1     5    3 
 
雌 :              投与量  (ppm) 

             0   75   250  750 
動物数      50   50   50    50 
肝細胞腺腫   6    9   12    16* 
肝細胞がん   7    4    3    12 
肺腺腫       4    4    5     8 
肺がん       0    2    0     0 

ラット 
F344/N 
雌雄 
6 週齢 
50 匹/群 

吸入 104 週間 
(6 時間/日 
5 日/週) 
 

0、75、250、750 ppm 
(0、330、1,100、3,300 
mg/m3) 

750 ppm: 
雌雄: 尿細管腺腫の有意な増加 
雄:   尿細管がんの増加傾向 
 

雄 :              投与量  (ppm)  

             0   75   250  750   
動物数      50   50   50   50 
尿細管 

過形成    11    9   11   23* 
腺腫       3    5    7   20* 
がん       0    0    1    3 

 
雌 :              投与量  (ppm)  

             0   75   250  750   
動物数      50   50   50   50 
尿細管 

過形成     1    2    4   10* 
腺腫       0    0    1    8* 

U.S. NTP,  
1999 

* : 統計学的に有意差あり 

 

 

表 7-8 エチルベンゼンの国際機関等での発がん性評価 
機関/出典 分 類 分 類 基 準 

IARC (2005) グループ 2B ヒトに対して発がん性がある可能性がある物質。 

ACGIH (2005) A3 
ヒトへの関連性は不明であるが、実験動物で発がん性が

確認された物質。 
日本産業衛生学会

(2005) 
第 2 群 B 

人間に対しておそらく発がん性があると考えられる物

質であるが、証拠が比較的十分でない物質。 
U.S. EPA (2005) グループＤ ヒト発がん性に関して分類できない物質。 
U.S. NTP (2005) － 発がん性について評価されていない。 

 

 
7.4 ヒト健康への影響 (まとめ) 

エチルベンゼンの生体内運命に関して、ヒトにおいて、エチルベンゼン蒸気の吸入による吸

収は速やかであるが、経皮吸収は殆どなく、水溶液からの皮膚吸収は遅い。また、ラットでは、

液状エチルベンゼンの経口による吸収は速やかであり、エチルベンゼン蒸気の吸入による吸収

も速いが、液状エチルベンゼンの経皮吸収は、ラット、マウスとも遅い。吸入暴露された動物

の体内では、エチルベンゼンは肝臓、消化管、脂肪組織、肺及び腎臓に分布する。吸入 (全身) 
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暴露されたヒトでは皮下脂肪に検出される。吸収されたエチルベンゼンは、主に、ヒトではマ

ンデル酸とフェニルグリオキシル酸に、ラットでは 1-フェニルエタノール、マンデル酸、安息

香酸及び馬尿酸に代謝され、尿、糞中に排泄される。ラットでは、吸入暴露 42 時間後に、体内

吸収されたエチルベンゼンの体内残存量は 0.2％となり、大部分が尿、糞、呼気中に排泄され

る。ヒトの吸入暴露によるマンデル酸尿中排泄の結果から、ヒトにおいて 50 時間前後にはエチ

ルベンゼンの大部分が排泄されるものと推測される。 

エチルベンゼンのヒト健康への影響として、眼刺激性の閾値は約 7,000 ppm (30,800 mg/m3)、

嗅覚閾値は約 6 ppm  (26 mg/m3) であったが、皮膚感作性は認められていない。疫学調査にお

いて、マンデル酸の尿中濃度が測定されているが、健康への影響はみられていない。また、ヒ

ト胎児に母体から胎盤を通して移行する可能性を示唆する報告がある。 

エチルベンゼンの実験動物に対する急性毒性として、経口経路のLD50は、ラットで 3,500～

4,700 mg/kg、吸入暴露のLC50はラットで 4,000 ppｍ (4時間)、経皮経路のLD50は、ウサギで 15,400 

mg/kg (24 時間) である。マウスでは呼吸数減少、鎮静、知覚麻痺などが認められ、上部気道刺

激及び中枢神経系への影響がみられている。 

刺激性及び感作性に関して、ウサギに対して軽度から中等度の皮膚一次刺激性と眼刺激性を

示すが、感作性に関する報告はない。 

反復投与毒性に関して、エチルベンゼンの主な標的器官は、マウス、ラットともに腎臓及び

肝臓である。エチルベンゼンは、経口投与では、ラットの雌に肝臓及び腎臓の絶対重量の有意

な増加及び肝細胞と尿細管上皮細胞の混濁腫脹を生ずる。吸入暴露では、マウスの雄に肝臓合

胞体細胞の出現増加、ラットの雄に前立腺炎、雌に腎障害を生ずる。経口暴露のNOAELは、ラ

ットの 6か月間暴露による肝臓及び腎臓の病理組織学的変化を指標とした 136 mg/kg/日である。

吸入暴露のNOAEL については、2 年間の吸入暴露によって最低濃度である 75 ppmで腎臓及び

肝臓に毒性影響が認められるので、NOAELは求められず、LOAELが 75 ppm (330 mg/m3) であ

る。 

エチルベンゼンの生殖・発生毒性に関して、エチルベンゼンはラットでは母動物毒性を示し、

暴露量によっては催奇形性を示す可能性は否定されていない。一方、生殖毒性、胎児毒性につ

いて有りとする報告と無しとする報告があり、生殖毒性及び胎児毒性の有無は現時点では判断

できない。また、ウサギでは催奇形性は示さないが、母動物毒性、生殖毒性、胎児毒性につい

て、有りとする報告と無しとする報告があり、ウサギにおける母動物毒性、生殖毒性、胎児毒

性の有無は現時点では判断できない。 

エチルベンゼンの遺伝毒性に関して、in vitro 試験で、マウスリンパ腫細胞を用いた前進突然

変異試験、シリアンハムスター胚細胞を用いた小核及び形質転換試験で陽性を示したものの、

細胞毒性を示す用量での結果あるいは用量依存性を示していないことから、現時点では陽性と

みなしがたい。一方、細菌を用いた復帰突然変異試験、染色体異常試験などの多くの試験で陰

性であり、in vivo のマウス小核試験も陰性であった。したがって、エチルベンゼンは遺伝毒性

を示さない。 

エチルベンゼンの発がん性に関して、2 年間吸入暴露で、マウスでは雄の肺と雌の肝臓に、

ラットでは雌雄の腎臓に腫瘍を生ずる。なお、IARC はエチルベンゼンをグループ 2B (ヒトに

対して発がん性がある可能性がある物質) に分類している。 
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